
「道の駅」の潜在的な防災機能と役割の分析－南海トラフを想定した紀伊半島の事例ー

1. 研究背景・目的
道の駅は、1993年に登録制度が創設されて以来、
全国に整備が進み、創設当初の103駅から2025年12
月時点では1,231駅まで増加している。道の駅には、
「休憩機能」「地域連携機能」「情報発信機能」とい
う基本機能があり、近年では「道の駅第3ステージ」
において、地方創生や防災拠点としての役割が重視さ
れている。本研究では、可住地面積当たりの道の駅数
が全国で最も多い和歌山県に着目し、県内36駅を対
象として調査を行った。和歌山県および道の駅を設置
する市町村へのアンケート調査を通じて、防災機能の
整備状況や課題を把握し、南海トラフ地震発生時を想
定した道の駅の防災機能と今後の整備の方向性を明ら
かにすることを目的とする。

図1 和歌山県の道の駅の分布

表1 和歌山県の道の駅一覧
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２．研究方法
和歌山県内の道の駅の設置者である市町村を対象にアン
ケート調査を実施し、防災設備の整備状況や防災に対する意
識について把握した。また、和歌山県に対しても調査を行い、
防災道の駅の現状や県による支援体制について分析した。
３．研究結果
（1）道の駅の整備状況
和歌山県内の道の駅の約7割は第1ステージに整備された施
設であり、単独型の施設が全体の約6割を占めていた。
（2）防災道の駅の現状
和歌山県内の2駅の防災道の駅を中心に県全域を支援する体
制が想定されていた。また、スタッフ訓練や防災情報の発信
など、運用面での防災対策も行われていた。
（3）防災機能の課題
災害時に業務継続が可能な道の駅は3駅のみであり、耐震化や
自家発電設備の整備が課題であることが分かった。
さらに、指定管理者との連携強化の必要性も明らかとなった。
（4）立地条件の特徴
「ICから5km圏内」かつ「重要物流道路沿い」の条件を満た
す道の駅は全体の約3割であり、防災道の駅に指定された2駅
はいずれもこの条件を満たしていた。
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